○○第○○○号

平成　年　月　日

支出負担行為担当官

官　職　殿
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委 託 業 務 実 施 計 画 書

１　委託業務名

平成　年度指定廃棄物保管委託業務（○○○○）
２　委託業務の目的・内容

平成23年３月に発生した東日本大震災及びそれに伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い、高濃度の放射性物質を含む廃棄物や焼却灰等の処理残渣が発生し、通常時に行われていたような円滑な廃棄物の処理が進まず、これらの廃棄物の多くが排出元の施設内等で保管されている状況にある。

平成23年８月に成立した「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」(以下、「放射性物質汚染対処特措法」という。)が平成24年１月１日から施行された。放射性セシウムの放射能濃度が8,000Bq/kgを超える廃棄物については、環境大臣が指定を行って、国が責任を持って処理することとなった。

本委託業務は、指定廃棄物の収集、運搬及び処分にかかる処理体制が構築されるまでの間、施設の管理者等や関係地方公共団体の協力を得て指定廃棄物を保管するに当たり、施設関係者や周辺住民に安全かつ適正に保管できるよう保管施設・設備を整備等することを目的とする。

受託者は、放射性物質汚染対処特措法及び同法施行規則（平成23年12月14日環境省令第33号）」に基づく保管基準に従い、国が指定廃棄物の処理を地域の自然的社会的条件に応じて円滑に進められるようになる間、指定廃棄物が適正に保管できるように施設・設備の整備等を実施するものである。

３　委託業務を行う場所

　　　例）○○県○○市○○町

  　　○○クリーンセンター内
４　委託業務実施期間

契約締結日　～　平成　年　月　日

５　実施計画の内容

（1） 委託業務に直接従事する主たる職員の職名及び氏名

	業務区分
	所属部課名
	職　名
	氏　名
	電話番号

	保管等業務

経理事務
	○○○○市○○部○○○課

　　　　　○○部○○○課
	主任技師
出納係長
	○○○○

○○○○
	


（2） 委託業務実施計画の詳細

（※実施要領と同じ内容を記載）
（3） 収支予算及び物品購入計画（物品の購入がある場合）

1 　収入の部

単位：円

	経　　　　費
	予　　　　算　　　　額
	備　　　　　　考

	国　庫　委　託　費
	１１，０００，０００　
	


②　支出の部

単位：円

	経費区分
	予 算 額
	内　　　　　　　　　　　訳
	備　考

	業務費

物品購入費

借料損料
委託費

施設整備費


	 11,000,000

1,200,000
　

1,800,000
　1,000,000

7,000,000
	線量計

@100,000円×10台            1,000,000
フレキシブルコンテナ

@1,000円×200枚               200,000

保管用テント借り上げ　        1,800,000
焼却灰入りコンテナ詰替移送業務委託

1,000,000
保管施設整備　一式        　  7,000,000
	


（注１）経費区分・予算額を記入し、内訳欄に積算の内訳を詳細に記入する。

（注２）受託者の超過負担分は、備考欄に当該受託者が負担する旨を記載する。

（注３）変更の場合には、当初の予算額等を上段括弧書き等により明示する
③　物品購入計画

単位：円

	品　目
	規　格
	数　量
	購　入　予　定
	使用目的
	備　考

	
	
	
	単　価
	金　　額
	
	

	線量計
	メーカ、機番など記載
	　10台
	100,000
	1,000,000
	指定廃棄物保管に係る定期測定の為
	　

	
	
	
	
	
	
	


（注１）記載の品目は、原型のまま比較的長期の反復使用に耐える物品（単価5万円以上）とする。

（４）成果物報告書の提出期限及び提出部数

①　提出期限：平成　年　月　日
    ②  成果物報告書　２部、電子版　２部
（注）委託業務変更計画書においては、当初の委託業務実施計画書との変更部分を下線に

より明示する。


